
2023 年 2 月 8 日 

 

吸収合併に係る事前開示書面 

 

川崎市中原区上小田中四丁目 1 番 1 号 

 富 士 通 株 式 会 社 

代 表 取 締 役 社 長  時 田  隆 仁 

 

富士通株式会社は、2023 年 4 月 1 日を効力発生日として、富士通株式会社（以下「吸収

合併存続会社」という）を吸収合併存続会社、吸収合併存続会社の完全子会社である富士通

セミコンダクター株式会社（以下「吸収合併消滅会社」という）を吸収合併消滅会社とする

吸収合併（以下「本件合併」という）を行うことといたしました。 

本件合併を行うに際して、会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条により開

示すべき事項は、以下のとおりです。 

 

１． 吸収合併契約の内容 

 本件合併における吸収合併契約の内容は、別紙 1 のとおりです。 

 

２． 対価の相当性に関する事項 

 吸収合併消滅会社が吸収合併存続会社の完全子会社であることから、吸収合併存続

会社は、本件合併に際し、その対価として株式、金銭その他財産の交付は行いません。 

 

３． 吸収合併消滅会社の計算書類等に関する事項 

（１） 吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 2 のとおりです。 

 

（２） 吸収合併消滅会社の最終事業年度末日後に生じた重要な後発事象の内容 

①子会社株式売却の件 

吸収合併消滅会社は、2022 年 9 月 30 日、同社の子会社であった富士通セミコ

ンダクターメモリソリューション株式会社の普通株式について、同社が保有して

いた全数を FM ホールディングス株式会社に売却いたしました。 

②資本準備金の件 

吸収合併消滅会社は、2022 年 12 月 22 日の臨時株主総会において資本準備金

の減少の件を決議し、実施いたしました。 

(1) 減少する資本準備金の額 

吸収合併消滅会社の資本準備金の額を 2,846,431,049 円減少して 13,985,924,320

円とする。 

(2) 減少する資本準備金の全額をその他資本剰余金とする。 

(3) 資本準備金の額の減少がその効力を生ずる日は令和 4 年 12 月 23 日とする。 



 

４． 吸収合併存続会社の最終事業年度末日後に生じた重要な後発事象の内容 

（１） 完全子会社と株式の売却に関する契約締結の件 

吸収合併存続会社は、2022 年 4 月 28 日、株式会社リコーとの間で、吸収合併

存続会社の連結子会社である株式会社 PFU（以下「PFU」という）の株式の一部

を譲渡する契約を締結し、2022 年 9 月 1 日付で PFU の株式を譲渡いたしまし

た。これにより、PFU は吸収合併存続会社の連結子会社から持分法適用関連会社

になりました。 

 

（２） 自己株式処分の件 

吸収合併存続会社は、2022 年 7 月 29 日開催の取締役会決議に基づく自己株式

の処分を以下の通り実施いたしました。 

1. 国内募集による自己株式処分の概要 

(1) 処分期日   ：2022 年 8 月 22 日 

(2) 処分する株式の種類及び数 ：吸収合併存続会社の普通株式 75,329 株 

(3) 処分価額    ：1 株につき 18,940 円 

(4) 処分価額の総額   ：1,426,731,260 円  

(5) 割当予定先   ：吸収合併存続会社の役員及び従業員 65 名 

（うち従業員の退職者 16 名を含む） 

吸収合併存続会社の国内子会社の役員及び

従業員 36 名 

（うち役員の退職者 8 名及び退職予定者 1

名並びに従業員の退職者 8 名を含む） 

計 75,329 株 

※ 業務執行取締役を含む。 

2. 海外募集による自己株式処分の概要 

(1) 処分期日   ：2022 年 8 月 22 日 

(2) 処分する株式の種類及び数 ：吸収合併存続会社の普通株式 30,081 株 

(3) 処分価額   ：1 株につき 18,940 円 

(4) 処分価額の総額   ：569,734,140 円 

(5) 割当予定先   ：吸収合併存続会社の海外子会社の役員及び 

従業員 6 名 

     吸収合併存続会社の海外子会社への出向者 

及び転籍者 4 名 

計 30,081 株 

 

（３） 自己株式取得の件 

吸収合併存続会社は、2022 年 4 月 28 日開催の取締役会決議に基づき、自己株

式の取得を行いました。取得した自己株式の累計は以下のとおりです。 



・取得対象株式の種類 ：吸収合併存続会社の普通株式 

・取得した株式の総数 ：3,852,400 株 

・株式の取得価額の総額：69,979,244,000 円 

・取得期間      ：2022 年 11 月 1 日～2022 年 12 月 31 日 

・取得方法      ：東京証券取引所における市場買付 

 

（４） 完全子会社との合併契約締結の件（2022 年 11 月 24 日付） 

吸収合併存続会社は、2022 年 11 月 24 日、株式会社滋賀富士通ソフトウェアと

の間で、2023 年 4 月 1 日を効力発生日として、吸収合併存続会社を存続会社、同

社を吸収合併消滅会社とする吸収合併契約を締結いたしました。 

 

５． 吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 

   本件合併後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込

まれます。 

また、本件合併後の吸収合併存続会社の事業活動において、吸収合併存続会社が負担

すべき債務の履行に支障を及ぼす事態の発生は現在予想されておりません。 

以上により、本件合併の効力が生ずる日以降における吸収合併存続会社の債務につ

き、履行の見込みはあるものと判断いたしました。 

 

以上 
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富 士 通 株 式 会 社 

 

富 士 通 セ ミ コ ン ダ ク タ ー 株 式 会 社 



合    併    契    約    書 

 

富士通株式会社（以下、「甲」という）と富士通セミコンダクター株式会社（以下、「乙」

という）とは、合併に関し次のとおり契約を締結する。 

 

第１条（合併の方法） 

甲および乙は、本契約に従い、甲を吸収合併存続会社とし、乙を吸収合併消滅会社とし

て合併を行う（以下、「本合併」という）。 

 

第２条（合併をする会社の商号および住所） 

（１）甲（吸収合併存続会社） 

商号：富士通株式会社 

住所：神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番１号 

（２）乙（吸収合併消滅会社） 

商号：富士通セミコンダクター株式会社 

住所：神奈川県横浜市港北区新横浜二丁目１００番４５  

 

第３条（合併による新株式の発行および割当） 

乙は、甲の完全子会社であるため、甲は、本合併に際して新株式の発行および金銭等の

交付は行わない。 

 

第４条（増加すべき資本金および準備金） 

本合併に際して甲の資本金および資本準備金は増加しない。 

 

第５条（承認総会） 

１．甲は、会社法第７９６条第２項の規定により、同法第７９５条第１項の株主総会の承

認を得ないで本合併を行う。 

２．乙は、会社法第７８４条第１項の規定により、同法第７８３条第１項の株主総会の承

認を得ないで本合併を行う。 

 

第６条（効力発生日） 

本合併の効力発生日は、２０２３年４月１日とする。なお、本合併の手続進行上の必要



性その他の理由により、甲乙協議のうえ、効力発生日を変更することができる。 

 

第７条（財産および権利義務の引継ぎ） 

乙は、２０２２年３月３１日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これ

に効力発生日に至るまでの増減を加除した資産、負債および権利義務の一切を、効力発生

日に甲に引き継ぎ、甲はこれを承継する。 

 

第８条（会社財産の善管注意義務） 

甲および乙は、本契約締結後、効力発生日に至るまで、それぞれ善良なる管理者の注意

をもって業務の執行および財産の管理、運営を行うものとし、その財産または権利義務に

重大な影響を及ぼす行為については、あらかじめ甲乙協議し合意のうえ、これを行うもの

とする。 

 

第９条（従業員の処遇） 

効力発生日における乙の従業員は、全員甲が雇用するものとし、勤続年数については、

乙における年数を通算する。その他の取扱いについては、別途甲乙協議のうえ、これを決

定する。 

 

第１０条（事情変更の場合） 

本契約締結後、効力発生日までの間に、天災地変その他の事由により、甲または乙の財

産もしくは経営状態に重大な変動が生じたときは、甲乙協議のうえ本合併条件を変更し、

または本契約を解除することができる。 

 

第１１条（協  議） 

本契約に定めのない事項または本契約に定める各条項に疑義を生じた場合、その他本合

併に関し必要な事項については、本契約の趣旨に基づき甲乙協議のうえ、これを決定する。 

  



本契約締結の証として本書１通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、甲が原本を保有し、

乙はその写しを保有する。 

 

２０２３年１月３１日 

 

 

 神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番１号 

甲 富士通株式会社 

 代表取締役社長  時田 隆仁 

 

 

 神奈川県横浜市港北区新横浜二丁目１００番４５ 

乙 富士通セミコンダクター株式会社 

 代表取締役社長 磯部 武司 
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